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日本工業規格 



JIS 



機械 類の 安全性 一 
リスク アセス メン 卜の 原則 



(ISO 14121 ： 1999) 



B 9フ02 ： 2000 



Sarety of machinery 一 Principles or risk assessment 



序文 この 規格 は， 1999 年に 第 1 版と して 発行され た ISO 14121， Safety of machinery— Principles of risk assessment 
を 翻訳し， 技術的 内容 を 変更す る ことなく 作成した 日本工業規格 である。 

なお， この 規格のう ち， 附属 書 A (参考） に 欧州 規格 EN 292 ： 1991/A1 ： 1995 が 引用して ある 力、 この 附属 書 は 参考 
であるた め， そのまま 掲載した。 また， 参考文献の 中に， ISO 規格に 対応す る 欧州 規格の 関係に 関する 記述が あるが， 
日本工業規格と して ふさわしく ない ので 削除した。 

この 規格の 機能 は， ISO/mS 12100- 1 の 5 に 導入され た リスク アセスメント を 行うた めの， 整合性の ある 系統的 
手順の 原則 を 記述す る ことで ある。 

この 規格 は， 機械 設計 時の 決定 (ISO/mS 12100- 1 の 3.11 参照） の 手引き を 与え， かつ， 調和した 適切な タイプ B 
及び タイ プ C の 規格 を 作成す る 際に， 必す (須） の 安全 及 び 健康 上 要求 事項 に 適合させる のに 役立つ 。 

この 规格 だけで， 必 すの 安全 及び 健康 上 要求 事項に 適合させる 推定 根拠 を 提供す る もので はない （iso/ms 

12 100-1 の 附属 書 A 参照）。 

1. 適用 範囲 この 规格 は， 機械 類の 耐用 期間 中の 全段 階に おける リスク を 査定す るた めに， 機械 類に 関連した 設計， 
使用， 事故， 災害 並びに 危害に ついての 知識 及び 経験 を 統合し， それによ つて リスク アセスメント として 知られる 手 

順の 一般 原則に ついて 规定 する [ISO/DIS 12100-1 の 3.11 a) 参照]。 

この 规格 は， リ スク アセス メン ト を 実施で き るよう にす るた めに 必要な 情報に 関する 指針 を 与え， 危険 源 を 同定し， 
リスク を 見積り， かつ， 評価す るた めの 手順 を 規定す る。 この 規格の 目的 は， 機械 類の 安全性に 関して 行うべき 決定 
について 助言 を 与え， かつ， リスク アセスメント の 実施 上の 証明に 必要な 提出 文書の 型式 を规定 する こ と である。 

この 规格 は， 危険 源の 分析 及び リスク 見積りに 関する 方法 を 詳細に 説明す る こと を 意図す る もので はなく， これら 
はこの 規格 以外の， 例えば， 解説 及び 他の 参考 文書な どで 扱われる。 それらの 方法の 幾つかの 要約 は 情報と して 示す 
だけと している （附属 書 B 参照）。 

備考 この 規格の 対応 国際規格 を， 次に 示す 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， IDT (—致して いる）， MOD (修正して 
いる）， NEQ (同等で ない） とする。 

ISO 14121 ： 1999 Datety oi machinery ― Principles or risk assessment (IDT) 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の一 部 を 構成す る。 これら 
の 引用 規格の う ち で 発効 年 を 付記 して ある も の は， 記載の 年の 版 だけが こ の 規格の 规定を 構成す る も ので あ つて， そ 
の 後の 改正 版 • 追 補に は 適用し ない。 発行 年 を 付記して いない 引用 规格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 
JIS B 9960-1 ： 1999 機械 類の 安全性一 機械の 電気装置一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 



備考 IEC b0204-i ： 1997 (:!5afety of machinerv 一 Electrical equipment or machines ― Part 丄 ： u^eneral require- 



ments) からの 引 用事 項 は， こ の 規格の 該当 事項 と 同等で あ る 。 



2 

B 9702 ： 2000 (ISO 14121 ： 1999) 



ISO/DIS 12100-1 Safety of machinery ― Basic concepts, general principles for design ― Part 1 : Basic terminology, 
methodology 

ISO/DIS 12100-2 Safety of machinery ~ Basic concepts, general principles for design ― Part 2 : Technical principles 

3. 定義 この 規格で は， ISO/DIS ISlOO-l で 示す 用語 及び 定義 並びに 以下 を 適用す る。 
3.1 危害 (harm) 身体 的 傷害 及び/又は 健康 若しくは 財産に 対する 害 

備考 ISO/IEC ガイ ド: S1 ： 1990 の 3.4 による。 
3.2 危険 事象 (hazardous event) 危害 を 起こし 得る 事象 

3.3 安全 方策 （safety measure) 危険 源 を 除去す る， 又は リスク を 低減す るた めの 手段 
3.4 残留 リスク （residual risk) 安全 方策 を 講じた 後に 残る リ ス ク 

4. 一般 原則 

4.1 基本概念 リスク アセスメント は， 機械 類に 付随す る 危険 源の 審査 を 系統的 方法で 実施 可能に する ための一 連 
の 論理的 手順で ある。 リスク アセスメントに 引き続いて， 必要な 場合 いつでも， ISO/DIS 12100- 1 の 5 に 基づく リ 
スク 低減が 行われる。 この 手順 を 繰り返す とき， 可能な 限り 危険 源 を 除去し， かつ， 安全 方策 を 履行す るた めの 反復 
的 プロセス となる。 

リスク アセスメント は， 次 を 含む （図 1 参照）。 

一 リスク 分析 

1 ) 機械 類の 制限の 決定 (5. 参照） 

2) 危険 源の 同定 （6. 参照） 

3) リスク 見積り （7. 参照） 
- リスクの 評価 (8. 参照） 

リ ス ク 分析 は， 機械 類の 安全性 を 順番に 判定す る 場合の リ スクの 評価に 必要な 情報 を 提供す る。 

リスク アセスメント は， 審査に よる 決定に 基づく。 これらの 諸 決定 は， 可能な 限り 定量 的 方法で 捉えて 定性 的 方法 

によって 支援され なければ ならない。 定量 的 方法 は， 予見 可能な 障害の ひど さ 及び 危害の 程度が 高い 場合に， 特に 適 

切で ある。 

定量 的 方法 は， 代替の 安全 方策 を 査定し， かつ， そのい ずれが 良好に 保護で きる か を 決定す る 場合に 有効で ある。 
備考 定量 的 方法の 適用 は， 利用 可能な 有効 データの 量に よって 制限 を 受ける。 多くの場合， 定性 的 リスク ァセ 
スメン ト だけが 適用 可能と なる。 
リスク アセスメント は， 遵守し た 手順 及び 達成した 結果 を 文書 化で き るよう に 実施 さ れ なければ な ら ない （9. 参照）。 
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機械 類の 制限 
の 決定 
(5. 参照） 







危険 源の 同定 

(6. 参照） 







リスク 分析 



リスク 見積り 

(7. 参照） 



リスク アセス メン ト 



リスクの 評価 
(8. 参照） 



！ /^機械 類 は \ 

！ \ 安全 か ？ / 

I いいえ 丄 

H リスクの ィ氐減 

備考 リスク 低減 及び 適切な 安全 方策の 選択 は， リスク アセスメントの 一部で はない。 

更に 詳し レ、 説明 は， ISO/DIS 12100— 1 の 5 及び ISO/DIS 12100— 2 参照。 
図 1 安全性 達成の ための 反復 的 プロセス 
4.2 リスク アセスメント に関する 情報 リスク アセス メン ト 及び 定性 的 並びに 定量 的 分析に 関する 情報 は， 次 を 適 

切に 含まなければ ならない。 
― 機械 類の 制限 (5. 参照） 

一 機械 類の 寿命の 局面に 関する 要求 事項 [ISO/DIS 12100- 1 の 3.11 a) 参照] 

一 機械 類の 性質 を 設定す るた めの 設計図 面 又は 他の 手段 
- 動力の 供給に 関する 情報 
一 災害 又は 事故の 履歴 
一 健康 障害に 関する 情報 

情報 は， 設計の 進展に 伴って， 及び 変更が 必要な 場合に， 更新し なければ ならない。 

異種の 機械 類に 付随す る 類似の 危険 状態 は， 両者の 状態の 危険 源 及び 災害 状況に 関する 情報 を 十分に 利用で きれば, 
多くの場合 比較 可能で ある。 

事故 履歴がない， 事故 件数が 少ない， 又は 発生した 災害の ひど さ （障害の ひど さ） が 低い という ことで， 自動的に リ 
スクカ { 低い として はならない。 

データベース， ハンドブック， 試験 所 及び 製造業 者の 仕様書の データ は， その データの 適性に 信頼が おける 場合， 
定量分析に 用いて よい。 その データに 付随す る 不確か さは， 文書で 示さなければ ならない （9. 参照）。 

専門家の 経験から 得られた 多数意見に 基づく データ （例えば， デル フ アイ テクニック， 附属 書 B.8 参照） は， 定性 的 
データの 補完に 使用で きる。 




はい 
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5. 機械 類の 制限の 決定 リスク アセスメント では， 次 を 考慮し なければ ならない。 
― 機械 類の 寿命に 関する 諸 局面 [ISO/DIS 1 2 100-1の3.113)参照] 

一 ISO/DIS 12100- 1 の 3.12 に 従って 意図す る 使用 （機械の 正しい 使用 及び 操作の 両方， 同様に 合理的に 予見 可 
能な 誤 使用 又は 機能 不良の 結果） を 含む 機械 類の 制限 (ISO/DIS 1 2 100- 1 の 5.1 参照） 

—性別， 年齢， 利き手 又は 身体 的 能力の 限界 (例えば， 視覚 又は 聴覚の 減退， 体型， 体力な ど） によって 特定され 

る 人の 予見 可能な 機械 類の 全 使用 範國 (例えば 工業用， 非 工業用 及び 家庭 用 な ど） 
—次の 予見 可能な 使用者の 訓練， 経験 又は 能力の 予想 レベル 

1) オペレータ （保全 作業員 又は 技術者 を 含む） 

2) 見習い 及び 初心者 

3) 一般大衆 

一 合理的に 予見 可能な 場合， 機械 類に 付随す る 危険 源に 第三者が 暴露され る こと。 

6. 危険 源の 同定 機械 類に 付随す るすべ ての 危険 源， 危険 状態 及び 危険 事象 は 同定し なければ ならない。 附属 書 A 
に， この プロセス を 支援す るた めの 例 を 示す （機械 類からの 危険 源に 関する 情報 は， ISO/DIS 12100-1 の 4 参照）。 

危険 源の 系統的 分析に は， 数 種類の 方法が 利用 可能で ある。 これらの 例 は 附属 書 B に 示す。 

7. リスク 見積り 

7.1 一般 危険 源の 同定 (6. 参照） 後， 7.2 で 示す リスク 要素 を 決定し， 個々 の 危険 源に ついて リスクの 大きさ を 見 積 
ら なければ ならない。 リスク 要素の 決定で は， 7.3 で 示す 側面 を 配慮す る 必要が ある。 
7.2 リスク 要素 

7.2.1 リスク 要素の 組合せ 個別の 状況 又は 技術的 展開の プロセスに 付随す る リスク は， 次の 要素の 組合せに 起因 
する。 

― 危害の ひど さ 

—以下の 要素の 関数と して， 危害の 発生 確率 

1) 危険 源へ 人が 暴シ される 頻度 及び 時間 

2) 危険 事象の 発生 確率 

3) 危害の 回避 又は 制限す るた めの 技術的， かつ， 人的 可能性 (例えば， 速度の 低減， 非常 停止 設備， イネ一 ブル 
装置， リスクの 認知） 

リスク 要素 を 図 2 に 示し， かつ， その 詳細 を 7.2.2 及び 7.2.3 に 示す。 

これら 要素 を 系統的に 分析す るに は 幾つかの 方法 を 用いる ことができる。 附属 書 B に その 例 を 示す。 
備考 多くの場合， これらの 要素 は 正確に は 定める ことができない。 しかし， 見 積る こと だけ はでき る。 それ は 
特に 潜在す る 危害の 発生 確率に 対して あてはまる。 潜在す る 危害の ひど さは， 場合によって 容易に は 確定 
できない （例えば， 毒性の 物質 又は ストレス による 健康 障害の 場合の ように）。 



その 危害の 発生 確率 



考慮 下の 
危険 源に 
関する 
リスク 



考慮 下の 
危険 源に 
潜在す る 
危害の 
ひ ど さ 



暴露の 頻度 及び 時間 



危険 回避 又は 制限の 可能 



危険 事象の 発生 確率 



の 関数 



7.2.2 ひど さ （潜在す る 危害の 程度 



図 2 リスクの 要素 

ひど さは， 次 を 配慮して 見 積る ことができる。 
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一 保護 対象の 性質 

1) 人 

2) 財産 

3) 環境 

一 傷害 又は 健康 障害の ひど さ 

1) 軽い （正常 状態に 回復可能） 

2) 重い (正常 状態に 回復不可能） 

3) 死亡 

一 危害の 範囲 (個別の 機械に よる） 

1) 一人 

2) 複数の 人 

7.2.3 危害の 発生 確率 危害の 発生 確率 は 7.2.3.1 から 7.2.3ヌ を 配慮して 見 積る ことができる。 
7.2.3.1 暴露の 頻度 及び 時間 

一 危険 区域への 接近の 必要性 (例えば， 正常 運転， 保全 又は 修理 時） 

一 接近の 性質 (例えば， 材料の 手 送り） 

― 危険 区域 内での き 過 時間 

― 接近 者の 数 

一 接近の 頻度 
7.2.3.2 危険 事象の 発生 確率 

一 信頼性 及び 他の 統計 データ 

- 事故 履歴 

― 健康 障害 履歴 

一 リスク 比較 （8.3 参照） 

備考 危険 事象の 発生 は 技術的 又は 人的 原因に 起因して いる。 
7.2.3.3 危害 回避 又は 制限の 可能性 

a) 誰が 機械 を 運転す るか 

1) 熟練者に よる 

2) 未熟者に よる 

3) 無人に よる 

b) 危険 事象の 発生 速度 

1) 不意に 

2) 高速で 

3) 緩慢に 

c) リスクの 認知 

1) 一般的 情報に よる 

2) 直接 観察に よる 

3) 警告 表示 及び 表示 装置に よる 

d) 危害 回避 又は 制限の 人的 可能性 (例えば， 反射的 動作， 敏捷 性， 脱出の 可能性） 

1) 可能 

2) —定の 条件 下で 可能 

3) 不可能 
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e) 実際の 体験 及び 知識に よる 

1) 当該 機械 類に ついて 

2) 類似の 機械 類に ついて 

3) 未経験 

7.3 リスク 要素の 設定 時 考慮すべき 側面 

7.3.1 危険 源に 暴露され る 人 リスク 見積り は 危険 源に 暴露され るすべ ての 人 を 考慮し なければ ならない。 この 場 
合， オペレータ （ISO/DIS 12100-1 参照） の ほかに， その 機械に よって 影響 を 受ける ことが 合理的に 予見 可能な 人 
を 含む。 

7.3.2 暴露の 形態， 頻度 及び 時間 考慮 下の 危險 源に 対する 暴露の 見積り （健康 上の 長期的 障害 を 含む） に は， 機械 

類の 運転 モード 及び 作業の 方法の すべてに 関する 分析が 要求され， かつ， 考慮され なければ ならない。 これ は， 特に 
設定 (段取りな ど）， ティ一 チン グ， 工程の 切換え 又は 修正， 清掃， 不具合の 発見， 及び 保全の 作業 中に おける 接近の 
必要性と 深く 関係す る （ISO/DIS 12100- 1 の 参照）。 

リスク 見積り は， 安全 機能の 無効 化 を 必要と する ような 状況 (例えば， 保全 中） を 配慮し なければ ならない。 
7.3.3 危険 源へ 暴露され る こと 及び 影響の 関係 危険 源へ 暴露され る こと 及び その 影響の 関係 を 配慮し なければ な 
ら ない。 暴露の 蓄積の 影響 及び 相乗効果 力 ^ 考慮され なければ ならない。 このよ う な 影響 を 考慮して リスク を 見 積る 場 
合 は， できる 限り 実際に 即して， 適切な 認定 データに 基づかなければ ならない。 

備考 事故 データ は， 個々 の 安全 方策 を 備えた 個々 の 機械 類の 使用に 付随す る 傷害の 生 確率 及び ひど さ を 示す 
ために 有効と なる 場合が ある。 
7.3.4 ヒューマン ファクタ ヒューマン ファクタ は リスクに 関係して おり， リスク 見積りで 配慮され なければ なら 
ない。 この場合， 例えば 次 を 含む。 

― 機械 類と 人の 相互作用 

- 人と 人の 相互作用 

― 心理学的 側面 

- 人間工学 的 影響 

一訓 練， 経験 及び 能力に 依存す る 状況の 中で 人の リスク 認知 力 

被 暴露 者の 能力 を 見 積る 場合 は， 次の 側面 を 配慮し なければ ならない。 

一 機械 類 設計に おける 人間工学 原則の 適用 

一 潜在的 又は 要求され る 業務 を 遂行す る 上で 伸ばされた 能力 

一 リスク の 認知 

一 故意 的 又は 非 故意 的 逸脱 をせ ずに， 要求され る 作業 を 遂行す るた めに もっている 自信の 程度 
—規定され， かつ， 必要と される 安全 作業 実行から 逸脱しょう とする 衝動 

訓練， 経験 及び 能力 は リスクと 深く 関係す る。 しかし， これら 要因の いずれも 設計 又は 安全 防護に よる 安全 方策が 
実施され る 場合の 危険 源の 除去 又は リスク 低減に 代えて 使用して はならない。 

7.3.5 安全 機能の 信頼性 リスク 見積りで は 構成 部分 及び システムの 信頼性 を， 次のと おり 配慮し なければ ならな 
い。 

一 危害 を 生じる ような 環境 を 同定す る こと （例えば， 構成 部分の 故障， 動力源の 故障， 電気 的 妨害） 
一 代替 安全 方策と 比較す るた めに 定量 的 方法 を 用いる のが 適切で ある 場合 
一 適切な 安全 機能， 構成 部分 及び 装置が 選択で き るよう な 情報 を 提供す る こと 

安全 重要 機能 (ISO/DIS ISIOO- 1 の 3.13.1 参照） を 備えて いると 同定され る 構成 部分 及び システム では， 特別な 
注意が 必要で ある。 

一つ 以上の 安全 関連 装置で 一つの 安全 機能 を 備える 場合 は， その 装置の 選択に おいて 信頼性 及び 性能への 配慮に 一 
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貫 性がなければ ならない。 

安全 方策が 作業 組織， 正しい 挙動， 注意， 保護 具の 適用， 技量 又は 訓練 を 含む 場合， それが 技術的に 立証され た 安 
全 方策に 比較して 相対的に 低い 信頼性と な る こと を リスク 見積り で 考慮 しなければ な ら ない。 

7.3.6 安全 方策の 無効 化 又は 不使用の 可能性 リスク 見積り は， 安全 方策の 無効 化 又は 不使用の 可能性 を 配慮し な 
ければ ならない。 見積りに は 安全 方策 を 無効 化 又は 不使用と させる， 次の 例の よ うな 動機 も 配慮し なければ ならない。 

一安 全 方策が 生産性 を 低下させる， 又は 使用者の 他の 活動 若しくは 選択の 妨害と なる 

一 安全 方策の 使用が 困難で ある 

― オペレータ 以外の 入 を 含む 

― 安全 方策 力 M 吏 用 者に 認められ ていない， 又は その 機能が 適切と して 受け入れられ ていない 

安全 方策の 無効 化の 可能性 は 安全 方策の 種類 (例えば， 調整 式 ガード， プログラマ ブル ト リップ 装置） 及び その 設計 



安全に 関連す る ソフト ゥヱァ への アクセスが 適切に 設計され て おらず， かつ， 監視され ていない 場合， プログラマ 
ブル 電子 システムの 使用で は， 追加の 無効 化 又は 不使用の 可能性が 生じる。 リスク 見積り は 安全 関連 機能 力 Mtfe の 機械 
機能から 分離して いない 部分 を 同定し， かつ， アクセスが 可能な 範回を 決めなければ ならない。 診断 又は 工程 改修の 

目的で 遠隔 アクセスが 必要な 場合 （JIS B 9960-1 ： 1999 の 11.3.4 参照）， 特に 重要と なる。 

7.3.7 安全 方策の 維持 能力 リスク 見積りで は， 安全 方策が 要求の 保護 レベル を 提供す るた めの 必要条件 を 維持で 
き る か 否か を 考慮 しなければ な ら ない。 

備考 安全 方策 力 《 正しい 作業 順序 を 容易に 維持で きない 場合， 機械 類 を 継続 使用す るた めに 安全 方策の 無効 化 又 
は 不使用 を 促して しまう 場合が ある。 
7.3.8 使用 上の 情報 リスク 見積り は， 機械 類と 共に 提出され る 使用 上の 情報に 関して， ISO/DIS 12100-1 の 5 
の 実施 を 考慮し なければ な ら ない。 

8. リスクの 評価 

8.1 一般 リスク 見積り 後， リスク 低減が 必要 か， 又は 安全性が 達成され ている か 否か を 決定す るた め， リスクの 
評価 を 実施し なければ ならない。 リスク 低減が 必要な 場合， その ときには 適切な 安全 方策 を 選定し， 適用し， かつ， 
その 手順 を 反復し なければ ならない （図 1 参照）。 この 反復 プロセス では， 新規の 安全 方策 を 適用した ときに 新たな 危 
険源カ 《発生し ないか を， 設計者が チヱ ッ ク する ことが 重要で ある。 追加の 危険 源が 発生す る 場合， 危険 源の 同定 リ ス 
トに それ を 追加し なければ ならない。 

リ ス ク 低減 目標の 達成 (8.2 参照） 及び リ スク 比較に よ る 好適な 結論 (8.3 参照） によって， 機械 類が 安全で あ ると い 
う 確信 力 得られる。 

8.2 リスク 低減 目標の 達成 次の 条件の 達成 は， リスク 低減の ための 手順 を 終結で きる こと を 表す。 

a) 次に よって 危険 源が 除去され た 又は リスク 力 S 、低減され た。 

1) 設計に よる， 又は 危険性の 少ない 材料 及び 物質への 取替え による。 



2) 安全 防護に よる。 

b) 選択した 安全 防護が 意図す る 使用に 対し， 経験 上から， 適切な 安全 状態 を 提供す るよう な 形式の ものである。 

c) 選択した 安全 防護の 形式が， 次に 関する 適用に 適切で ある。 

1) 無効 化 又は 不使用の 確率 

2) 危害の ひど さ 

3 ) 必要 業務の 遂ォ亍 に 対す る 作業 妨害 

d) 機械 類の 意図す る 使用に 関する 情報が 十分に 明確で ある。 

e) 機械 類の 使用に 対する 操作 手順 力、 機械 類 を 使用す る 人 又は 機械 類に 付随す る 危険 源に 暴露され 得る 他の 人の 



の 詳細に よる。 
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技量と 調和して いる。 

f ) 機械 類 使用の ために 推奨され る 安全 作業 慣行 及び 関連す る 訓練の 要求 事項が 適切に 記述 さ れ ている。 

g) 機械 類の 寿命の 異なる 局面に おける 残留 リスクに ついて， 使用者 は 十分に 知らされ ている。 

h ) 保護 具が 推奨 さ れ ている 場合， その 必要性 及び 使用 に関する 訓練 要求 事項が 適切に 記述して ある。 
i ) 追加 予防策 は 十分で あ る （ISO/DIS 12100- 2 の 6 参照）。 

8.3 リスク 比較 リ スクの 評価 手順の一 部と して， 機械 類に 付随す る リ ス ク を 次の 基準に よ つ て 類似 機械 類の リ ス 

クと 比較す る ことができる。 
― その 類似 機械 類が 安全で ある。 

一 意図す る 使用 及び 使用法が， 双方の 機械で 比較 可能で ある。 
—危険 源 及び リスク 要素が 比較 可能で ある。 
一 技術的 仕様が 比較 可能で あ る 。 
—使用 条件が 比較 可能で ある。 

この 比較 法の 使用 は， 特定の 使用 条件に 対して， この 規格で 記述した リスク アセス メン 卜の 手順に 遵守す る 必要性 
を 除去す る もので はない。 例えば， 肉の 切断に 使用す る 带鋸を 木材 切断に 使用す る 帯鋸と 比較す る 場合， 異なる 材料 
に 付随す る リスク を 査定し なければ ならない。 

9. 文書 化 この 規格の 目的の ために， リスク アセスメント に関する 文書で は， 遵守した 手順 及び 達成され た 結果 を 
論証し なければ ならない。 この 文書 化に は， 関連性が ある 場合， 次の 事項が 含まれる。 

a) アセスメントが 行われた 機械 類 (例えば， 仕様書， 制限， 意図す る 使用） 

b) 関連して 想定した 仮定 (例えば， 負荷， 強度， 安全 係数） 

c) 同定した 危険 源 
― 同定した 危険 状態 

一 査定 時に 考察した 危険 事象 

d) リスク アセスメントの 際に 基礎と して 用いた 情報 (4.2 参照） 

一 使用 データ 及び データ 源 (例えば， 事故 履歴， 類似の 機械 類に 適用した リスク 低減から 得られた 経験） 
― 使用 データに 付随す る 不明確 さ， 及び その リスク アセス ノン ト への 影響力 

e) 安全 方策に よって 達成され る 目標 

f ) 同定した 危険 源の 除去， 又は リスク 低減の ために 実施した 安全 方策 (例えば， 規格 類 又は 他の 仕様書に よる） 

g) 機械 類に 付随す る 残留 リスク 

h) 最終の リスクの 評価 結果 （図 1 参照） 
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附属 書 A (参考） 危険 源， 危険 状態 及び 危険 事象の 例 



表 A.1 



No 


危険 源 


EN292 2 ： 1991 
/A1 ： 1995 の 附属 
書,、 


ISO/DIS 
12100 1 


ISO/D[S 
12100-2 


危険 源， 危険 状態 及び 危険 事象 


1， 


機械的 危険 源 

(1) 機械 部品 又は 加工 対象 物が 発生す る。 
例えば， 次の 事項から 起こる もの 
a) 形状 
b ) ネ 目タ、 KiL 置 

c ) 質量 及び 安定性 (重 力の 影響 を 受けて 動 

く 構成要素の 位置 エネルギー） 
a) 質量 及 び 速度 （制御 又は 無 制御 運転 時 の 
構成要素） 

e ) な 機械 リ虫度 


1.3 


4.2 


3.1, 

3.2, 4.0 




(2) 例えば， 次の 項目から 起こる 機械 内部の 蓄 
積 エネルギー 

n 弾力性 構成要素 
g) 加圧 下の 液体 及び 気体 

n J 具せ タカ 果 


1.5.3, 1.6.3 


4.2 


3.8， 
6.2.2 


1 ， 
丄. 丄 


ォ屮し O ふ しの; flLlU^ 照 


1 'ク 

丄， D 


/量 ， 




， 










丄. ひ 










1.4 


卷き 込みの 危険 源 








1.5 


引き込み 又は 捕捉の 危険 源 








1.6 


衝撃の 危険 源 








1.7 


突き刺し 又は 突き通しの 危険 源 








1.8 


こすれ 又は 擦りむ きの 危険 源 








1.9 


高圧 流体の 注入 又は 噴出の 危険 源 


1.3.2 


4.2.1 


3.8 


2. 


電気 的 危険 源 








2.1 


充電 部に 人が 接 » (直接接触） 


1.5.1, 1.6.3 


4.3 


3.9, 6.2.2 


2.2 


不具合 状態 下で 充電 部に 人が 接触 （間接 接触） 


1.5.1 


4.3 


3.9 


2.3 


高電圧 下の 充電 部に 接近 


1.5.1， 1.6.3 


4.3 


3.9、 6.2.2 


2.4 


静電気 現象 


1.5.2 


4.3 


3.9 
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表 A.l( 続き） 



No 


危険 源 


EN29:i-2 , 丄 991 
/Al ： 1995 の 附属 
書 A 


ISO/ ひ lb 
12100-1 


12100-2 


2.5 


熱 放射， 又は 短絡 右し く は 過 負 何な とかわ 起こる 
溶融 物の 放出 や 化学的 効果な ど 
その他の 現象 


1.5.1, 1.5,5 


4.3 


3.9 


3. 


次の 結果 を 招く 熱 的 危険 源 








3.1 


極度の 高温 又は 低温の 物体 若しく は 材料に 人が 接 
触 し 得る こ とに よ つて 火炎 又は 爆発， 及び 熱源 か 
ら の协 #11， ± る 火傷 埶ィ; I- 及 びその ィ 1 ねの 傷鸾 

'リ レノ ！) 人 1^ J V； cK W ノゝ 1 勿 ， rV;; 1 勿 '人 リ レ レノ jiii "^ノ 1 勿 iz=t 


1.5.5, 1.5.6, 
1.5.7 


4.4 




3,2 




1 ふ 5 


4,4 




4. 


次の 結果 を 招 く 騒音 か ら 起こる 危険 源 


1.5.8 


4.5 


3.2, 4.0 


4.1 


聴力 喪失 （聞こえない）， その他の 生理的 不調 
(^ip 他? 咸消' の JJ 接 止 音識の き娶 tV y\ 


4.2 


口 S 胃 "f 云; 幸 奋釋ィ 言 号 そのせ 1； の [；奄 2^ 

* 父 只 1 ムゝ/ ；， 曰 tW |U V ？ レレ ノ IliiV ノ 1 ュ卜 qzi 


5. 


振 til か ら こる 危険 源 








5.1 


各 稀 のネ Ell 糸 ま 及 び 【^iL 啓 障害 を 起 こ す 手 持 ち 機械 の 使 

用 


1.5.9 


4.6 


3.2 


5.2 


特に 劣悪な 姿勢と 組み合わ された とき の 全身 振動 


6. 


ナケ 射から 生 じる 危険 源 








6.1 


任ら 11 力お 4«eM 固 波 放き!" マイクロ 波 

lir\r /口 J f ノ乂, 小/ fC ノロ J fiX/Z 人 ィ J ， 、 1 Z k ひ乂 




4.7 




6.2 


赤外線， 可視光線 及び 紫外線 放射 


6.3 


X 線 及び y 線 


6.4 


"線， 線， 電子 又は イオン ビ一 ム， 中性子 


1.5.10, 
1.5.11 


4.7 


3.7.4, 
3.7.12 


6.5 


レーザ 


1.5.12 


4.7 




7， 


機械 類に よ つ て処理又は使]^) される 材料 及び 物質 
(並びに その 構成要素） から 起こる 危険 源 








7.1 


有害な 液体， 気体， ミスト， 煙霧 及び 粉 じん （塵） 
と 接触 又は それら の 吸入に よ る 危険 源 


1.1,3， 

1.5.13, 

1.6.5 


4.8 


3.3 b), 
3.4 


7.2 


火災 又は 爆発の 危険 源 


1.5.6， 1.5.7 


4.8 


3.4 


7.3 


生物 (例 え ば， か び） 又は 微生物 （ビールス 又は 細 
菌） 危険 源 




4.8 




8. 


例えば 次の 項目から 起こる 危険 源の よ う に， 機械 
類の 設計 時に 人間工学 原則の 無視 か ら 起こ る 危険 
源 
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表 A.l( 続き) 



No 


危 1 晚源 


EJN292-2 ： 1991 
/A1 ： 1995 の 附属 
書'、 


[SO/DIS 
12100-1 


[SO/DIS 
12100-2 


8.1 


不自然な 姿勢 又は 過剰 努力 


1.1.2(1)， 
1.1.5, 1.6.2, 
1.6.4 


4.9 


3.13， 

3.7.13, 

3.6.1, 

6.2.3, 

6.2.4, 


8.2 


手一 K 又は 足 一 W1 についての 不適切な 解剖 
学 的 考察 


1.1.2(1)， 2.2 


4.9 


3.6.2 


8.3 


保護 具 使用の 無視 


1.1.2e) 




3.6.6 


8.4 


不適切な 局部 照明 


1.1.4 




3.6.5 


8.5 


精神的 過 負荷 及び 過小 負荷， ストレス 


1.1.2 d) 


4.9 


3.6.4. 


8.6 


、 ^ ― t PI m 、、入 id I 

ヒューマン エフ一， 人間 挙動 


1.1.2d), 
1.2.2, 1.2.5, 
1.2.8, 1.5.4, 
1.7 


4.9 


3.6, 
3.7.9, 
3.7.10, 
5.1， 6.1.1 


8.7 


手動 制御器の 不適切な 設計， 配置 叉 は 同定 


1.2.2 




3.6.6, 
3.7.9 




ネ V 早 '背 患 示 装 ft の 不 滴 切 な i を 計 は W 








9. 


危険 源の 組合せ 




4.10 




10. 


次の 事項 か ら 起こる 予期し ない 始動， 予期 しな レ、 
超- ii^^ ォ亍 /超過 速度 （又は 何 かの 求 g ィ以 不調） 








10.1 


制御 シス テ ムの 故障/混乱 


1.2.7, 1.6.3 




3.7， 6.2.2 


10.2 


エネ ルギ一 供給の 中断 後の 回復 


1.2.6 




3.7.2 


10.3 


電気 設備に 対す る 外部 影響 


1.2.1, 1.5.11, 
4.1.2.8 




3.7.12 


10.4 


その他の 外部 影響 (重力， 風な ど） 


1,2.1 




3.7.4 


10.5 


ソ フ ト ウェアの エラ一 


1.2.1 




3.7.8 


10.6 


オペレータ による エラー （人間の 特性 及び 能力 と 

機械 類の 不調和に よる， こ の 表の 8.6 参照） 


1.1.2(1)， 
1.2.2, 1.2.5， 
1.2.8, 1.5.4., 
1.7 


4.9 


3.6， 
3.7.9, 
3.7.10， 
5.1, 6.1.1 


11. 


機械 を 考えられる 最良 状態に 停止させる こと が不 
可能 


1.2.4, 1.2.6, 
1.2.7 




3.7, 

3/7.1， 

6.1.1 


12. 


工具 回転 速度の 変動 


1.3.6 




3.2, 3.3 


13. 


動力源の 故障 


1.2.6 




3.7, 
6.2.2 
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表 A.l( 続き） 



No 


危険 源 


EN292-2 ： 1991 
/A1 ： 1995 の 附属 
書 A 


ISO/DIS 
12100- 1 


ISO/DES 
12100-2 


14. 


制御 回路の 故障 


1.2.1， 1.2.3, 
1.2.4, 1.2.5, 
1.2.7, 1.6.3 




3.7, 
6.2,2 


15. 


留め具の エラ一 


1.5.4 


4.9 


5.5, 
3.13 


16. 


運転 中の 破壊 


1.3.2 


1.2.2 


3.3 


17. 


落下 又は 噴 出 す る 物体 若 し く は 流体 


1.3.3 


4.2.2 


3.3, 3.8 


18. 


機械の 安定性の 欠如/転倒 


1.3.1 


4.2.2 


3.14, 4.1.6 


19. 


人の 滑り， つまずき 及び 落下 (機械に 関係す る も 
の） 


1.3.15 


4.2.3 


6.2.4 


移動 性に よ つ て 付加 される 危険 源， 危険 状態 及び 危険 事象 


20. 


击^ 千 R 倍 rIJI^ M-M I す、 i 、の 

/ti1 J 1>义 Hti に 1 天 J し/し t> レノ 










丄ノノ ノノ EkJH 力 |i 寸レ ソ亇夕 ノ J 


3.3.2， 3.3.4 






20.2 


運転 位置 に 運転者が レ 、 な い 状態の 移動 


3.3.2 






20.3 


すべての 部 品 が 安全 位置 にない 状 態の 移動 


3.3.2 






20.4 


歩行者に よ る 制御 式 機械 類の 過大 速度 


3.3.4 






20.5 


移動 時の 過大 振動 


3.4.1 






20.6 


減速， 停止 及び 固定す る ための 機械 能力が 不十分 


3.3.3, 3.8.5 






21. 


機械 上の 作業 位置 (運転台 を 含む） に 関連した もの 








2L1 


作業 位置に 入 出時 又は 居る ときの 人の 落下 


3.2.1, 3.2.3, 
3.4.5, 3.4.7 






21.2 


作業 位置 に おけ る 排気ガス/酸素 不足 


3.2.1 






21,3 


火事 (運転 室の 可燃性， 消火 手段の 欠如） 


3.2.1, 3.5.2 






21.4 


作業 位置 に おける 機械的 危険 源 

a) 阜 輪に 接触 

b) 車に ひ （蝶） かれる 

c) 物体の 落下， 物体が 貫通 

d) 高速 回転 部品の 皮 壊 

e ) 機械 部品 又は 工具 と 人と の 接触 （歩行者 用の 
制御 式 機械） 


CO rf. 
CC CO CO CO CO 






21.5 


作業 位置 か ら の 不十分な 視認性 


3.2.1 






21.6 


不適切な 照明 


3.1.2 






21.7 


不適切な 座席 


3.2.2 
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表 A.l( 続き 



No 


危険 源 


EIN292-2 ： 1991 
/A.I ： 19% の 附属 


ISO/ D IS 
12100-1 


ISO/DIS 
12100-2 


21.8 


作業 位置に おける 騒音 


3.2.1 






21.9 


作業 位置に おける 振動 


3.2.1, 3.2.2, 
3.6.3 






21.10 


避難/非常口の 不備 


3.2.1 






22. 


制御システム による もの 








22.1 


手動 操作 器の 不適切な 配置 


3.2.1, 3.3.1, 
3.4.5 






22,2 


手動 操作 器 及 び そ の 操作 モ 一— ド の 不適切 な 設計 


3.2.1， 3.3.1, 
3.3.3 






23. 


機械の 取扱いから 起こ る もの （安定性の 欠如） 


3 丄 3 






24. 


動力源 及び 動力 伝達 装置に よる もの 








24.1 


エンジン 及び バッ テリから 起こる 危険 源 


CO 

CO 






24.2 


機械 間の 動力 伝達から 起こ る 危険 源 


3.4.7 






24.3 


連結 及 び牽 引から 起こる 危険 源 


3.4.6 






25. 


第三者から 起こる 又は 第三者に 及ぼす 危険 源 








25.1 


無 許可の 起動/使用 


3.3.2 






25.2 


停止 位置 か ら 移動す る 部分の ず れ 


3.4.1 






25.3 


视覚 又は 聴覚 警告 手段が 欠如 又は 不適切 


1.7.4, 3.6.1 






26. 


運転者/ オペレータ に対する 指示が 不十分 


3.6 






持ち上げ によって 付加され る 危険 源， 危険 状態 及び 危険 事象 


27. 


機械的 危 険 状態 及び 危険 事象 








27.1 


次の 事項から 起こる 荷の 落下， 衝突， 機械の 転倒 








27.1.1 


安定性の 欠如 








27.1.2 


無 制御 状態の 荷役 一過 負荷 一転 覆モ一 メ ン ト の 超 
過 


4.2.1.4. 4.3.3, 
4.4.2 a ) 






27.1.3 


無 制御 状態での 運動の 振幅 


4.1.2.6a), 4.2.1.3 






27.1.4 


予期 し ない/意図 し ない 荷の 移動 


4.1.2.6 c) 






27.1.5 


不適切な つか （摑） み 装 蘆/附属 装置 


4.1.2.6 e), 
4.4.1 






27.1.6 


1 台 以上の 機械の 衝突 


4.1.2.6 b) 






27.2 


人が 負荷 支持 体に 接近す る ことから 起こる もの 


4.3.3 
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表 A.l( 続き） 



No 


危険 源 


EN292 2 ： 1991 
/A.L ： 1995 の 附属 
書 A 


lSO/D[S 
12100-1 


ISO/DIS 
12100-2 


27.3 


脱線から 起こる もの 


4.1.2.2 






27.4 


部品の 不十分な 機械的 強度から 起こ る もの 


4.1.2.3 






27.5 


プー リ ， ド ラ ム の 不適切 な 設計 か ら 起こる もの 


4.1.2.4 






27.6 


チェ一 ン， ロープ， つり 上げ 装置 並びに 附属 品の 
不適切 な 選定 及び 機械への 不適切な 組 込み か ら 起 
こる もの 


4.1.2.4, 
4.1.2.5, 
4.3.1, 4.3.2 






27.7 


摩擦 ブ レ一キ で 制御 し た 荷 下 しから 起こる もの 


4.1.2.6 d) 






27.8 


組立/試験/使用/保全の 異常 状態から 起こ る もの 


4.4.1, 
4.4.2 d ) 






27.9 


人に かか る 負荷の 影響 か ら 起こる もの （荷 や 釣 り 
合い 重りに よる 衝撃） 


4.1.2.6 b), 
4.1.2.7, 4.2.3 






28. 


電気 的 危険 源 








28.1 


照明から 起こる もの 


4.1.2.8 






29. 


人間工学 原則の 無視に よって 発生す る 危険 源 








29.1 


運 S 席 か ら の 不十分な 視認性 


4.1.2.7, 
4.4.2 c) 






地下 作業に よって 付加され る 危険 源， 危険 状態 及び 危険 事象 


30. 


下記 事項に よ る 機械的 危険 源 及び 危険 事象 








30.1 


動力 式 屋根 支柱の 安定性 欠如 


5.1 






30.2 


レール 上 を 走行す る 機械 類の 加速 又は 制動の 故障 


5.4 






30-3 


レ 一ル上 を-; t 行す る 機械 類の 非常 制御の 故障 叉 は 
欠如 


5.4, 5.5 






31. 


人の 移動の 制限 


5.2 






32. 


火災 及び 爆発 


5.6 






33. 


粉 じん （塵)， ガス， その他の 放出. 


5.7 






人の つ り 上げ 又は 移動に よ つ て 付加 される 危険 源， 危険 状態 及び 危険 事象 


34. 


次の 事項に よ る 機械的 危険 源 及び 危険 事象 








34,1 


不適切 な 機械的 強度 一 不適切な 運転 係数 


6.1.2 






34.2 


負荷 制御の 故障 


6.1.3 






34.3 


人 を 搬送す る 機械の 制御装置の 故障 (機能， 優先 
度） 


6.2.1 






34.4 


人 を 搬送す る 機械の 超過 速度 


6.2.3 
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表 A.l( 続き 



No 


危険 源 


EN292-2 ： 1991 
/A1 ： 1995 の 附属 


ISO/D[S 
12100-1 


ISO/DIS 
12100-2 


35. 


人 を 搬送す る 機械 か ら の 人の 落下 


1.5.15, 
6.3.1, 6.3.2, 
6.3.3 






36. 


人 を 搬送す る 機械の 落下 又は 転稷 


6.4.1, 6.4.2 






37. 


ヒュ一 マン エラ一， 人間 举動 


6.5 
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附属 書 B (参考） 危険 源 分析 及び リ スク 見積りの 方法 

B.1 一般 危険 源 分析 及び リスク 見積りの 方法 は 多く ある 力、 そのうちの 幾つか を この 附属 書に 示す。 また， 危険 
源 分析 を リ ス ク 見 積 り に 結びつけ るた めの リス ク 分析 技術 を 含める。 

それぞれの 方法 は 特別の 用途 向に 開発され て きた も ので ある。 し たがつ て， 機械 類への 特別な 適用に は 細部 を 変更 
する 必要が ある。 

リスク 分析に は 二つの 基本 形式が 存在す る。 すなわち， 一つ は演 えき （繹) 的 方法と 呼ばれ， もう 一つ は 帰納的 方法 
と 呼ばれる。 演 えき 的 方法に おいて は， まず 最終 事象 を 仮定し， 次に， この 最終 事象 を 引き起こす と考えられる 事象 
を 捜し出す。 帰納的 方法に おいて は， まず 構成 部分の 故障 を 仮定す る。 その後の 分析 はこの 故障が 引き起こ すと 考え 
られる 事象 を 同定す る。 

B.2 PHA (予備 危険 源 分析) PHA は 帰納的 方法で ある。 その 目的 は， 特定の システム/サブシステム/構成 部分の 
寿命の すべての 局面に 対して， 災害に つながる ような 危険 源， 危険 状態， 危険 事象 を 同定す る ことで ある。 この 方法 
は 災害の 可能性 を 同定し， 起こり 得る 傷害 又は 健康 障害の 程度 を 定性 的に 評価す る。 それにより 安全 方策に 対する 提 
案 及び その 適用の 結果が 得られる。 

PHA は 設計， 製作， 試験の すべての 局面に おいて， 新しい 危険 源 を 発見し， かつ， 必要に応じて， 修正 を 施す た 
めに 更新され るべき である。 

得られる 結果の 記述 は 様々 な 方法 (例えば 表， ツリー） で 示す ことができる。 

B.3 ワット • ィ フ法 ワット • ィ フ法は 帰納的 方法で あ る。 比較的 簡単な 適用の 場合， 機械の 設計， 運転 及び 使用が 

再検討 される。 各 段階で 機械で 創り 出される 危険 源に 関して 構成 部分の 故障の 影響 又は 手順の エラー を 評価す るた め 
に， ワット' ィフ 質問が 明確に 記述され， 回答され る。 

さらに 複雑な 適用の 場合， その 面の 評価に おいて 最も 経験 又は 技量 を もつ 人に 機械の 使用 面 を 担当して もらうた め 
に， チェック リストの 使用 及び 作業の 分割 を 行う と ワット • ィフ法 は 最良に 適用で きる。 オペレータの 習慣 及び 仕事 
の 知識が 監査され る。 設備の 適切 性， 機械の 設計， その 制御システム 及び その 安全装置 力 査定され る。 処理され る材 
料の影響カ、^^検討され， また， 運転 及び 保全の 記録が 監査され る。 一般的に は， 機械の チェック リストに よる 評価 を 
先に 実施した 後， 以下に 述べる さらに 高度な 方法 力 M 吏 用され る。 

B.4 FMEA (故障 モード 及び 影響 分析） FMEA は 帰納的 方法で ある。 その 主 目的 は 構成 部分の 故障の 頻度 及び 影響 
を 評価す る ことで ある。 運転手 順 又は オペレータの エラーが 重要 顕著で ある 場合， 他の 方法の ほうがより 適切で ある 
と 思われる。 

FMEA はすべ ての 構成 部分に 対して， 故障の すべての モード を 検討す る 理由で， FTA より， さらに 時間 を 要する 可 
能 性が ある。 ある 種の 故障 は 極めて 低い 発生 確率で ある。 もし， その 故障に ついて 十分に 分析が なされて いない 場合， 
その 決定 内容 を 文書と して 記録すべき である。 

この 方法 は IEC 60812 で 規定され ている。 



B.5 制御システムの 不具合 (障害） シミュレーション この 帰納的 方法で は， 試験 手順が 制御システム における 技法 
及び 複雑さの 二つの 基準に 基づいて おり， 主として 次の 方法が 適用で きる。 

― 理論的 チュッ ク 及び 分析に よって 同定され る 性能に 関して， 特に 疑わしい 部分の 実際の 回路の 実用に 則した 試 
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験 及び 実際の 構成 部分での 不具合 （障害） シ ミ ュ レー シ ョ ン 
一 制御 挙動の シ ミ ュ レー シ ヨン （例えば， ハ一 ドウ エア 及び/又は ソフ ト ウェア モデルに よる。） 
制御システムで 複雑な 安全 関連 部 を 試験す る 場合 は， いくつかの 機能的 サブシステムに 分割し， 力つ， その インタ 
フヱ ースを 不具合 （障害） シミュレーション 試験に のみ， 力 、ける こと が 常 に 必要で あ る 。 
この 技術 は 機械 類の 他の 部分に も 適用で きる。 

B.6 MOSAR 法 (Method Organized for a Systemic Analysis of Risks) (系統的 リ ス ク 分析の ための 組織化 法） MOSAR 

は 10 ステップの 分析 を もって 完全と する 方法で ある。 分析され るべき システム （機械 類， 工程， 据 付けな ど） は 相互 作 
用す る一 群の サブシステムと 考えられる。 危険 源， 危険 状態 及び 危険 事象 を 同定す るた めに 表 を 使用す る。 
安全 方策の 妥当性 は それらの 独立性 を 考慮して， 第二の 表， 第三の 表 を 用いて 検討され る。 

既知の ツール (FMEA のよ う な） を 使用して， 検討で は 可能性の ある 危険 側 故障 を 明確に する。 これによ つて 災害の 
筋道が いっそう 詳細になる。 総意に よって， その 筋道 は 傷害の ひど さ 表に 分類され る。 

再び 総意に よって， さらに 次の 表で は^ 方策が 適合すべき 目標と 傷害の ひど さ を 組み合わせて， かつ， 技術的 及 
び 組織的 方策の 性能 レベル を 指定す る。 

> 欠に, 安全 方策 を 論理 系統 図に 組み入れ， 残留 リスク を 総意に よって 定義され る 受諾 表に 基づいて 分析す る。 

B.7 FTA (フォールト • ツリー 分析） FTA は 好ましくない と考えられる 一つの 事象から 実施され る演 えき 的 方法で 
ある。 この 手法に よって， 使用者 は 好ましくない 事象に つながる ような 重要 経路の すべて を 発見で きる。 

危険 事象 又は ト ップ 事象が 最初に 同定され る。 次に， その 危険 事象に つながる 個々 の 故障の すべての 組合せが FTA 
の 論理的 構成に よって 示される。 個々 の 故障 確率の 見積り を 行って， さらに， 適当な 数式 を 使用す る ことによって， 
ト ップ 事象の 確率 を 計算で きる。 ト ップ 事象の 確率に 関する システム 変更の 効果 は 容易に 評価で きる。 このように， 
FTA によって， 安全 方策 交換の 効果 カズ 容易に 調査で きる。 また 災害 原因の 決定に 有益で ある。 
この 方法 は lEC 61025 で 規定され ている。 

B.8 デル フ アイ テクニック （DELPHI Technique) 多くの 専門家 は 幾つかの 段階で 質問 を 受ける。 その 際， 追加の 
情報と ともに 先行 段階の 結果が 関係者 すべてに 伝達され る。 

第三 又は 第 四の 段階に おいて， 匿名の 質問が それまで 同意に 至らなかった 側面に 集中す る。 

基本的に， デル フ アイ は アイデア を 引き出す のに 使用され る 予測 手法で ある。 この 方法 は 専門家に 限定す るた め特 
に 効率が よい。 

参考文献 

[1] ISO/IEC Guide 51 ： 1990， 安全 面 一規格に 安全に 関する 面 を 導入す るた めの ガイ ドラ イン 
[2] IEC 60812 ： 1985, システム 信頼性に 対する 分析 技術一 FMEA (故障 モード 影響 分析） の 手順 
[3] IEC 61025 ： 1990, FTA (フォ 一 ル卜' ッ リ 一分析） 
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JIS B 9 フ 02 ： 2000 

(ISO 14121 ： 1999) 
機械 類の 安全性 一 リスク アセスメント の 原則 

解説 

この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定' 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 规 格の 一部 
ではない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問い合わせ は，. 財団法人 日本 
規格 協会に ご連絡く ださい。 

1. 制定の 趣旨 この 規格 は， ISO [International Organization for Standardization (国際 標準化 機構）] 規格の ISO 
14121 (Safety of machinery-Principles of risk assessment) の 第 1 版 （1999) を 技術的 内容 及び 様式 を 変更す る こ と な く 
制定 した 日 本 工業規格 であ る 。 

なお， ISO で 発行され る 安全 規格 を， WTO/TBT 協定の 観点から 早期に 国際 安全 規格に 準拠した 日本工業規格と 
して 制定す る 必要性に かんがみ， この 規格 を 制定した。 

2. 制定の 経緯 この 規格 は， 平成 10 年度に 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 事務局と する 原案 作成 委員会 (4, 参照） に 

おいて 作成し た 原案に 基づいて 制定 し た 。 

なお, 同 国際規格に 基づいた 日本工業規格 はこれ までに 作成され て おらず， この 制定が 初めての ものである。 

3. 規定 項目の 内容に 関する 解説 

3.1 全般 この 規格 は ISO 规格 体系の タイプ A 規格に 相当し， リスク を 許容 可能な レベルにまで 低減し， 安全な 機 
械類を 設計す るた め， ISO/DIS ISIOO- 1 の 5( 機械 類の 安全性一 基本概念， 設計の ための一 般 原則） に 示される リス 
ク アセスメント に関して， 必す (須） な 基本概念， 一般 原則， 系統的な 手順の 原則 を 示す ものである。 また， この 规格 
の 原則， 手順 は， 他の タイプ B， C 规格 でも 共通に 適用す る ことが 要求され る。 

3.2 "3. 定義" この 規格で 示される 用語 及び その 定義の 補足説明， 並びに その他の 重要な 用語 を 次に 示す。 

一 許容 可能な リスク （tolerable risk) 許容 可能な リスクと は， "その 時代の 価値観に 基づく， 所与の 状況 下で 受 
け 入れられる リスク （例えば， 国家 法規 又は 法律） （ISO/DIS 1. 2 100 - 1 の 3. 7 B)" と 定義され， この 规格 では 明 
確な 判断基準 は 示されて いない。 その 時代の 技術水準 や 社会の 価値観， 法律上の 問題な ど 様々 な 要素に よって 
決められる もので あり， その 決定 はこ の 規格 を 使用 する 者の 判断と なる。 
― 残留 リスク （residual risk) "保護 方策が 講じられた 後， 残る リスク （ISO/DIS ISIOO- 1. の 3.7A) " と 定義 さ 
れる。 上記の 許容 可能な リスクと 残留 リスク は， 解説 図 1 のよう な 関係になる。 つまり， 前提と して 安全 を 絶 
対 安全に 必ずし なければ ならない， という こと を 安全と している ので はなく ， 多 かれ 少な かれ リ スクは 残る， 
という こと を 前提と して リスクとの 相対 関係に よって， 安全 を 考えて いる。 許容 可能な リスクにまで 低減し， 
低減した 後な お 残る リスク を 残留 リスクと している。 
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広く 受け入れ 
られる リスク 



受け入れ 不可 
能な リ ス ク 



許容 可能な リ 

スク 



残留 リ ス ク 



保護 方策 



解説 図 1 

"3.1 危害 （harm)" 及び "3.2 危険 事象 （hazardous event) ' 

ついて その 概念， 位置付け を 解説 図 2 に 示す。 



の 関係 この 規格で 定義され ている 上記の 用語に 



危険 源 



人 



I 



危険 状態 



安全 方策の 不足， 不適切， 不具合 



危険 事象 （hazardous event) 発生 

一 i 

― 回避の 失敗 _ I 



あ"^ (harm) 
解説 図 2 

解説 図 2 では 危険 源から 危害に 至る プロセスが 示されて いる。 上図で は， 危険 源 だけで 危険と なる ので はな く ， 
人との 関係で 危険 状態が 発生し， 安全 方策の 不足， 失敗な どに よって 危険 事象が 起こる。 起こった 危険 事象の 
回避が 失敗す ると 危害 (harm) (災害） に 至る ことが 示されて いる。 

3.3 "7. リスク 見積り" 及び "8. リスクの 評価" リスク 見積り 及び その リスクが 許容 可能 かどう か 評価す るた めの 

—例と して， 下記 解説 表 1- 1 及び 解説 表ト 2 に MIL-STD882C の 方法 を 示す。 



解説 表ト 1 MIL-STD882C の 見積り 法 



発生 状況 


危険 分類 


致命的 


重大な 


限界 的 


無視 可能 


頻繁 


1 


3 


7 


13 


可能性 多い 


2 


5 


9 


16 


ときどき 発生 


4 


6 


11 


18 


可能性 わずか 


8 


10 


14 


19 


可能性な し 


12 


15 


17 


20 
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解説 表ト 2 MIL- STD882C の 判断基準 



リ ス ク の j 噴 位 


対応 基準 


1〜5 


受け入れられない 


6〜9 


望ましくない 


10〜17 


許容 可能 (再 チェックの 上， 許容 可能） 


18〜20 


許容 可能 



4. 原案 作成 委員会の 構成 表 平成 10 年に 設置され た 原案 作成 委貝 会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JIS B 9702( 機械 類の 安全性 一 リスク アセスメントの 原則） 
原案 作成 委員会 構成 表 

氏名 所属 



向 


殿 


政 


男 


明治 大学 


丸 


山 


弘 


心 


東京 理科大学 


井 


上 


和 


典 


通商産業省 工業技術 院 標準 部 


条 


川 


壮 


一 


労働省 産業 安全 研究所 


杉 


本 




旭 


労働省 産業 安全 研究所 


大久保 


尭 


夫 


曰 本 大学 


川 


P 


邦 


供 


社団法人 産業 安全 技術 協会 


中 


嶋 


洋 


介 


社団法人 日本 圧接 協会 


渡 


辺 




正 


社団法人 日 本 建設機械 化 協会 


大 


槻 


文 


芳 


社団法人 日 本 工作機械 工業 会 


佐々 木 


孝 


雄 


社団法人 日本 鏠製 機械工業 会 


佐 


藤 


公 


治 


社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 


橘 




良 


彦 


旭 硝子 株式会社 


山 


本 


博 


義 


株式会社 荏 原 製作所 


大 


竹 


勝 


彦 


株式会社 神 戸 製鋼所 


高 


橋 


岩 


重 


コマ ッ産機 株式会社 


大 


坂 






(元) 株式会社 小 松 製作所 




木 


光 


夫 


住友 重 機械工業 株式会社 


竹 


原 


操 


平 


株式会社 ダイ フ ク 




屋 


武 


雄 


株式会社 東芝 


秦 








東芝 機械 株式会社 技術 研究所 


杉 


田 


真 




豊田ェ 機 株式会社 


古 


沢 




登 


ト ョタ 自動車 株式会社 


中 


込 


常 


雄 


中 込 技術士 事務所 


蓬 


原 


弘 




日本 信号 株式会社 


井 


上 


洋 




日立 精 機 株式会社 


芦 


田 




暁 


株式会社 日立 製作所 
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滕 


本 


公 


生 


株式会社 牧野 フ ラ ィ ス 製作所 




川 


高 


'ひ 


三菱 重工業 株式会社 


今 


泉 


武 


男 


三菱 電機 株式会社 


飯 


野 






通商産業省 機械 情報産業 局 


山 


□ 


敦 


司 


通商産業省 工業技術 院 標準 部 


無 


田 


靖 


司 


社団法人 日 本 機械工業 連合会 


宫 


崎 


浩 




社団法人 日 本 機械工業 連合会 



JIS B 9702 作成 SWG 構成 表 

氏名 所属 



山 


本 


博 


義 


株式会社 莲原 製作所 


蓬 


原 


弘 




曰 本 信号 株式会社 


佐々 木 


孝 


雄 


社団法人 日本 縫製 機械工業 会 




木 


光 


夫 


住友 重 機械工業 株式会社 


古 


沢 




登 


ト ョタ 自動車 株式会社 


森 


川 


向 


心 


三菱 重工業 株式会社 


宮 


崎 


浩 




社団法人 日 本 機械工業 連合会 
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JIS 規格 栗の 正教 票が 発行 さ れた 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月刊誌 標準化 ジャーナル 一 に， 正 '該の 内容 をキる 載いた します。 

(2) 毎月 第 3 火 as 日に， "日経 産業 新聞' 及び "ョ 刊ェ 3fe 新聞" の JIS 発行の 広告欄で， 正 狭 票が 
免 行され た JIS 規格 番号 及び 規格の 名称 をお 知らせい たします。 

正 K 累をご 希望の 方 は， 下記く 普及) へ ご 連 格 頂ければ ご 送付いた します。 

なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正 (^票が 発行され た 場合に は 自動的 

にお 送り 致します。 
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